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福
祉
医
療
費
受
給
者
証
の

更
新
・
受
給
手
続
き
を
お
忘
れ
な
く

市
役
所
国
保
年
金
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
３
２
５

　

母
子
・
父
子
家
庭
医
療
費
受
給

者
証
、
後
期
高
齢
者
福
祉
医
療
費

受
給
者
証
の
有
効
期
限
は
７
月
31

日
（水）
で
す
。
６
月
中
旬
に
、
対
象

者
へ
更
新
申
請
書
を
送
付
し
ま
し

た
の
で
、手
続
き
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
対
象
・
必
要
な
も
の　

下
表
▼

申
請
先　

市
役
所
国
保
年
金
課
、

支
所
、
市
民
セ
ン
タ
ー
▼
助
成
内

容　

医
療
保
険
の
自
己
負
担
額
▼

そ
の
他　

生
活
保
護
法
な
ど
、
他

の
公
的
制
度
で
医
療
費
の
助
成
を

受
け
て
い
る
方
は
対
象
に
な
り
ま

せ
ん
。
母
子
・
父
子
家
庭
医
療
で

は
、
養
育
費
の
８
割
を
所
得
と
み

な
し
て
算
定
し
ま
す

●
新
規
で
申
請
す
る
場
合

　

こ
れ
ま
で
受
給
資
格
が
な
か
っ

　広報いなざわの各記事に掲載の

（７桁のページ ID 番号）を、
市ホームページの「ページID検索」
に入力すると、該当する記事の詳
細情報を閲覧することができます。 ▲ 稲沢市公式 HP

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証

が
更
新
さ
れ
ま
す

市
役
所
国
保
年
金
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
３
２
５

　

現
在
使
用
し
て
い
る
後
期
高
齢

者
医
療
被
保
険
者
証
（
保
険
証
）

の
有
効
期
限
は
７
月
31
日
（水）
で
す
。

　

新
し
い
保
険
証
は
青
色
で
、
７

月
中
旬
に
簡
易
書
留
郵
便
で
送
付

し
ま
す
。

●
一
部
負
担
金
の
割
合
の
判
定
方
法

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
、
被

保
険
者
が
医
療
機
関
に
か
か
る
と
き

に
、
医
療
費
の
一
部
（
１
割
ま
た
は

３
割
）
を
自
己
負
担
し
ま
す
。

　

同
一
世
帯
に
住
民
税
の
課
税
所

得
額
が
１
４
５
万
円
以
上
の
被
保

険
者
が
１
人
で
も
い
る
場
合
、
一

部
負
担
金
の
割
合
が
３
割
に
な
り

ま
す
。
た
だ
し
、
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
場
合
は
、
申
請
す
る

と
一
部
負
担
金
の
割
合
が
１
割
に

な
り
ま
す
。

① 

同
一
世
帯
に
被
保
険
者
が
１
人

で
、
そ
の
収
入
額
が
３
８
３
万

円
未
満

② 

同
一
世
帯
に
被
保
険
者
が
１
人

で
、
他
の
医
療
保
険
に
加
入
し

て
い
る
世
帯
内
の
70
歳
〜
74
歳

の
方
と
の
収
入
額
の
合
計
が

５
２
０
万
円
未
満

③ 
同
一
世
帯
に
被
保
険
者
が
２
人

以
上
で
、
そ
の
収
入
額
の
合
計

が
５
２
０
万
円
未
満

福祉医療費受給者証　対象・必要なもの

区分
対象

必要なもの
受給資格 所得制限

母子・父子
家庭医療

次のいずれかに該当する方
① 児童が 18 歳になる年の年度末までの
母子・父子家庭の母または父と児童
②  18 歳になる年の年度末までの父母の
いない児童

あり

印鑑、健康保険証、平成
30 年分の所得証明書また
はマイナンバーが分かる
もの（１月２日以降に転
入した方のみ）、母子・父
子家庭を証明する書類（新
規で申請する方のみ）

後期高齢者
福祉医療

後期高齢者医療被保険者で次のいずれか
に該当する方
① 心身障害者医療、母子・父子家庭医療
に該当する
② 戦傷病者手帳の交付を受けている
③ 一人暮らしで、住民税が非課税かつ税
法上の扶養控除対象者になっていない
④ 寝たきりまたは認知症の高齢者で、主
たる生計者の住民税が非課税である

一部あり

印鑑、健康保険証、認定
区分の分かるもの（障害
者手帳、療育手帳、戦傷
病者手帳など）
※ 所得証明が必要な場合
があります

た
方
で
、
所
得
判
定
の
対
象
年
度

が
変
わ
り
受
給
資
格
に
該
当
す
る

と
思
う
方
は
問
い
合
わ
せ
て
く
だ

さ
い
。

▼
対
象
・
必
要
な
も
の　

左
表
▼

申
請
先　

市
役
所
国
保
年
金
課

高
額
医
療
費
の
限
度
額

認
定
証
等
の
申
請
を

市
役
所
国
保
年
金
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
３
１
２  

 

１
０
０
１
０
１
６

　

国
民
健
康
保
険
の
限
度
額
適
用

認
定
証
、
限
度
額
適
用
・
標
準
負

担
額
減
額
認
定
証
、
食
事
療
養
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
、
生
活
療

養
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
の
有

効
期
限
は
７
月
31
日
（水）
で
す
。

　

引
き
続
き
限
度
額
適
用
認
定
証

な
ど
が
必
要
な
方
は
、
申
請
し
て

く
だ
さ
い
。

ご
寄
付
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す

● 

環
境
保
護
活
動
の
た
め
に

　

ユ
ニ
ー
株
式
会
社
ア
ピ
タ
稲

　

沢
店
様（
天
池
五
反
田
町
）　

　
　

24
万
９
２
０
５
円

　

ユ
ニ
ー
株
式
会
社
ア
ピ
タ
稲

　

沢
東
店
様（
下
津
穂
所
一
丁

　

目
）

　
　

19
万
７
４
８
２
円

● 

児
童
館
・
児
童
セ
ン
タ
ー　

事
業
の
た
め
に

　

Ｎ
Ｐ
Ｏ
ブ
ッ
ク
サ
ポ
ー
ト
Ｏ

　

Ｎ
Ｅ
様
（
名
古
屋
市
西
区
）

　
　

児
童
書
５
５
０
冊
、
文
具

　
　

一
式

● 

救
命
救
急
の
た
め
に

　

稲
沢
ロ
ー
タ
リ
ー
ク
ラ
ブ
様

　
（
高
御
堂
一
丁
目
）

　
　

自
動
体
外
式
除
細
動
器　

　
　
（
Ａ
Ｅ
Ｄ
）
一
式

無
償
提
供
い
た
だ
き
ま
し
た

● 

「
ギ
リ
シ
ャ
給
食
デ
ー
」

　

市
内
小
・
中
学
生
の
た
め
に

　

 

株
式
会
社
明
治
中
部
支
社
様

（
名
古
屋
市
東
区
）

　
　

 

ギ
リ
シ
ャ
ヨ
ー
グ
ル
ト

１
１
９
９
４
食

※ この要件を満たす方の軽減割合はこれまで９割軽減でしたが、軽減特例の見直しによ
り、今年度は８割軽減、来年度は７割軽減になります

平成 31 年度保険料の軽減（均等割額）
対象 軽減割合

世帯の所得金額の合計が 33 万円以下の世帯 8.5 割軽減
世帯内の被保険者全員が年金収入 80 万円以下で、他の所得がない世帯 ８割軽減※

世帯の所得金額の
合計が 33 万円を
超える世帯

世帯の所得金額の合計が、33 万円＋〈28 万円×世帯
の被保険者数〉以下の世帯 ５割軽減

世帯の所得金額の合計が、33 万円＋〈51 万円×世帯
の被保険者数〉以下の世帯 ２割軽減

国
民
年
金
保
険
料

免
除
・
納
付
猶
予
制
度

市
役
所
国
保
年
金
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
３
２
８  

 

１
０
０
１
０
２
８

●
免
除
制
度

　

国
民
年
金
保
険
料
を
納
付
す
る

こ
と
が
経
済
的
に
困
難
な
場
合

は
、
申
請
し
て
承
認
さ
れ
る
と
、

承
認
期
間
の
納
付
が
免
除
さ
れ
ま

す
。

　

免
除
に
は
「
全
額
」「
４
分
の

３
」「
半
額
」「
４
分
の
１
」
と
４

段
階
あ
り
ま
す
。「
全
額
」
以
外

の
免
除
は
、
残
り
の
保
険
料
を
納

付
し
な
い
と
未
納
期
間
と
な
り
、

受
給
要
件
や
老
齢
基
礎
年
金
額
の

計
算
に
算
入
さ
れ
ま
せ
ん
。

●
納
付
猶
予
制
度

　

50
歳
未
満
で
、
国
民
年
金
保
険

料
を
納
付
す
る
こ
と
が
経
済
的
に

困
難
な
場
合
は
、
申
請
し
て
承
認

さ
れ
る
と
、
承
認
期
間
の
納
付
が

猶
予
さ
れ
ま
す
。

▼
対
象
期
間　

７
月
〜
令
和
２
年

６
月
分
（
申
請
時
点
か
ら
２
年
１

カ
月
前
の
期
間
ま
で
さ
か
の
ぼ
っ

て
申
請
で
き
ま
す
が
、
申
請
が
遅

れ
る
と
障
害
年
金
が
受
け
取
れ
な

く
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
早

め
に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
）
▼
申

請
に
必
要
な
も
の　

年
金
手
帳
ま

た
は
納
付
書
（
基
礎
年
金
番
号
が

分
か
る
も
の
）、
印
鑑
、
雇
用
保

険
受
給
資
格
者
証
ま
た
は
雇
用
保

険
被
保
険
者
離
職
票
な
ど
（
離
職

の
場
合
）
▼
申
請
先　

市
役
所
国

保
年
金
課
、
支
所　

※ 

所
得
に
よ
り
、
承
認
さ
れ
な
い

場
合
が
あ
り
ま
す

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

保
険
料
が
決
定

市
役
所
国
保
年
金
課

☎

０
５
８
７(

32)

１
３
２
５

　

７
月
に
保
険
料
が
決
定
さ
れ
ま

す
の
で
、
対
象
者
に
は
７
月
中
旬

に
保
険
料
額
決
定
通
知
書
を
送
付

し
ま
す
。

●
保
険
料

　

平
成
31
年
度
の
保
険
料
率
は
、

所
得
割
率
が
８
・
76
％
、
被
保
険

者
均
等
割
額
が
年
４
万
５
３
７
９

円
で
す
。

●
保
険
料
の
納
付
方
法

①
普
通
徴
収

　

７
月
〜
翌
年
２
月
の
８
期
で
納

付
書
ま
た
は
口
座
振
替
に
よ
り
納

付
し
ま
す
。

②
特
別
徴
収

　

年
金
か
ら
天
引
き
の
方
法
で
納

付
し
ま
す
。
10
月
〜
翌
年
２
月
の

年
金
が
本
徴
収
で
す
。
10
月
以
降

の
保
険
料
は
、
今
回
決
定
し
た
年

間
保
険
料
か
ら
４
月
・
６
月
・
８

月
分
の
仮
徴
収
額
を
差
し
引
い
た

額
と
な
り
ま
す
。

※ 

年
度
途
中
に
被
保
険
者
と
な
っ

た
方
や
保
険
料
に
変
更
が
生
じ

た
と
き
な
ど
は
、
普
通
徴
収
と

特
別
徴
収
の
両
方
に
な
る
場
合

が
あ
り
ま
す

●
保
険
料
の
軽
減

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
方

は
、
保
険
料
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　

軽
減
額
は
「
保
険
料
額
決
定
通

知
書
」
に
記
載
し
て
あ
り
ま
す
。

① 

世
帯
内
の
被
保
険
者
と
世
帯
主

の
所
得
の
合
計
額
に
よ
り
均
等

割
額
が
軽
減
さ
れ
ま
す（
上
表
）

②  

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入

す
る
直
前
に
会
社
の
健
康
保
険

な
ど
の
被
扶
養
者
で
あ
っ
た
方

に
は
所
得
割
は
課
さ
ず
、
加
入

か
ら
２
年
を
経
過
す
る
月
ま
で

均
等
割
額
が
５
割
軽
減
さ
れ
ま

す
（
平
成
29
年
４
月
30
日
以

前
に
加
入
さ
れ
た
方
に
つ
い
て

は
、
今
年
度
か
ら
は
こ
の
軽
減

制
度
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
）

※ 

①
②
ど
ち
ら
に
も
該
当
す
る
方

は
、
い
ず
れ
か
大
き
い
額
が
軽

減
さ
れ
ま
す

※ 

収
入
の
状
況
や
世
帯
の
構
成
に

よ
り
、
基
準
が
異
な
り
ま
す

※ 

65
歳
以
上
の
方
の
公
的
年
金
所

得
は
、
通
常
の
所
得
か
ら
15
万

円
を
控
除
し
た
額
で
判
定
し
ま

す


